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独占禁止法とは

●独占禁止法の基本は「競争」
独占禁止法（以下、独禁法）は「競争をしなさい」
ということが大原則です。例えば、企業を相撲の
力士だとすると、土俵の上で真剣勝負をしなさい
ということです。もし力士が話し合いで勝負を事
前に決めれば八百長です。また、土俵で真剣勝負
をするときは公正な方法で競争しなさいというこ
とで、相手を倒すためにヘルメットをつけて戦っ

たら反則です。このうち、八百長を禁じているの
が不当な取引制限、いわゆるカルテルです。カル
テルは競争相手と競争をやめようとする、あらゆ
る行為が該当すると考えてください。
一つ気をつけてほしいことは、競争があるとこ
ろには必ず競争制限が起こり得るということです。
ですから、例えばお客さんを獲得するという受注
競争だけでなく、人材確保に関して初任給を規制
するようなことを業界で行うとカルテルになりま
す。あるいは、システムの開発制限も、カルテル
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ても、そのときの客観的な状況や会話の内容から
違反だと認定されてしまうことです。例えば、同
業他社との単なる情報交換だと思い、自分にその
気がなくても、相手方の認識如何では、カルテル
だと認定されてしまう危険性があることをよく理
解しておいてください。
次に、「手段方法の如何を問わない」ことがあり
ます。接触と言っても皆で会う必要はなく、電話
１本、メール１つで接触としては十分で、そこで
共通の意思が醸成されたといわれれば、それでカ
ルテルは成立し得ます。ですから、たまたま街で
ばったり会ってそういう話が出たということだけ
で、認定される可能性もあるのです。
三つ目は、「理由の如何を問わない」です。例え
ば、ある顧客が原価を割った価格で売れといった
ので、原価を割らない価格で販売しようと話した
場合、これは不当廉売の抑制だから問題はないと
主張しても違反認定されます。なぜなら「理由の
如何を問わない」というのが公取委の考え方だか
らです。したがって、当事者がこれは社会正義な
ので許されると判断しても、同業他社間で合意し
たことが競争制限的な効果を持てばカルテルに認
定されてしまうわけです。

公取委と独禁法執行

●公取委の組織
調査主体の公取委は、職員1000人を超える大所
帯です。多額の予算もついています。審査局が調
査を行いますが、審査局の下には第一から第五ま
での審査長が、審査長の下に第一、第三、第四ま
での上席審査専門官がいます。この第一から第五
までの審査長と第一、第三、第四の上席審査専門
官は独立して一つの事件を調査できることになっ
ています。したがって、本庁だけで八つの部署が
事件を同時に担当できます。担当するのはカルテ
ルだけでなく、不公正な取引方法なども調査しま
すが、同時に八つ担当できるのです。
その上、犯則審査部という刑事告発を行うよう
な事件について調査する部署があります。この犯
則審査部も二つあり、刑事告発に値する事件を同

時に二つ担当できることになります。
その他に地方事務所があり、北海道から沖縄ま
での各地方事務所もそれぞれ審査課を持っていま
す。特に近畿事務所は非常に大きく、四つぐらい
審査課があったと思います。地方の事件は地方事
務所が担当する場合もあるし、重要な案件は本庁
へ移送して行うこともあります。

●独禁法執行の仕組み
調査の端緒のなかで重要な役割を果たしている
のは、課徴金減免制度に基づく申告です。これは
カルテルに特化した事件の端緒です。いま捜査が
行われ違反認定されているカルテル事件の95％以
上、99％といってもよいかもしれませんが、ほと
んどの端緒は課徴金減免制度に基づく申告と考え
てよいと思います。不公正な取引方法の場合には
この制度はありませんが、不利益を受けた人から
の申告が行われることがあり、第三者による申告
が端緒になる場合もあります。
一般的な行政処分に向けて行うのが審査です。
強制調査としては、立入検査と事情聴取と報告命
令があります。立入検査は朝９時30分頃に10～15
人ぐらいの職員が入口と出口を押さえて「動かな
いでください」というところから始まり、机の引
き出しや机の上のPCからデータを引き出したり、
キャビネットの中の資料を押収したりしていきま
す。かなり時間がかかることもあります。
事情聴取では、関係する人を公取委に呼んで審
査官２人に密室でいろいろ質問され、最終的に供
述調書が作成されて証拠となります。事情聴取は
基本的に１回で終わることはほとんどなく、私が
知る限りで最も多かったのは32回でした。何度も
呼ばれて夜遅くまで質問されると、そのうち早く
終わらせたくて自分が納得していなくても調書に
ハンコを押してしまう人もいます。その後、排除
措置命令や課徴金納付命令の案が出され、これに
対する意見を述べる機会が与えられていますが、
私の経験ではここで意見を述べても排除措置命令
や課徴金納付命令の内容が変更されることは基本
的にありません。
また、不当な取引制限では５年以下の懲役とい
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になり得ます。
とはいえ、可能性が高いのは販売や受注に関す
るもので、価格カルテルや入札談合、受注調整、
顧客分割などです。顧客分割とは互いにお客さん
を取り合うのをやめることです。それぞれ各部署
でどういう競争があり、どういう競争制限の可能
性があるかを考えることが極めて重要です。

●不公正な取引方法
ヘルメットをかぶって土俵に上がるというのは、
当然反則ですが、例えば、相撲では髷をつかむこ
とを禁じており、たまたま髷に手がかかってし
まった場合でも反則になってしまいます。そうい
う意味では、反則にもいろいろな種類があります。
不公正な取引方法には、法律そのものと不公正
な取引方法の一般指定として17種類の行為が挙げ
られています。法律で定められたものが５種類で
一般指定が15種類ですが、重なるものもあるので
17類型となります。
反則行為である不公正な取引方法には、競争に
与える影響や市場における地位、相手との関係に
よって同じ行為をしても違反になる場合とならな
い場合があります。

●違反者への制裁
不公正な取引方法に対する制裁には刑事罰はな
く、行政処分だけになります。排除措置命令や課
徴金を命じられることがあります。その他に特別
な制度として、改善策を公正取引委員会（以下、
公取委）に約束し実行すれば違反に問われないと
いう「確約」という制度があります。
また、相手方に被害があれば損害賠償を請求さ
れることがあります。自社ではどのような不公正
な取引方法の類型に該当する可能性があるのかを、
チェックしておいてください。

不当な取引制限（カルテル）

●カルテルは最も悪質な行為と認定
本日は、不当な取引制限（カルテル）に特化し
てお話しします。なぜなら、独禁法で最も悪質な

行為とされているからです。刑事罰を含む非常に
重い制裁があります。また、カルテルについては
非常に特殊な捜査方法が認められており、カルテ
ルは最も身近に存在するリスクになります。
独禁法３条に「事業者は、私的独占又は不当な
取引制限をしてはならない」とあります。不当な
取引制限とは何かというと、独禁法２条６項に定
義がありますが、基本的な考え方としては「同業
他社と競争の制限につながる行為をすること」だ
と理解しておけばよいと思います。そして、競争
を制限するあらゆる行為が含まれるということで
す。先ほどもお話ししましたが、カルテルは販売
や顧客に関するものだけに限らないということで
す。
また、カルテルが起こり得る市場の範囲も、広
いものから狭いものまでいろいろあります。例え
ば、特定の地域の顧客についての対処を同業他社
と話し合えばカルテルになりますし、特定の入札
についてどこが受注するのかということや最低価
格などについて話し合えば、これもカルテルにな
ります。

●カルテルの成立要件
では、公取委はどのようにカルテルを立証する
のでしょうか。
まず、同業者同士の接触があったことの立証が
必要です。さらに、その接触において、何らかの
競争制限的な合意がなされ、競争制限的な結果が
生じたことの立証が必要とされます。ここで気を
つけたいのは「合意」の意味です。合意とは普通
「私はＡだと思います」「私もＡだと思います」と
いってお互いが合意して成立するものですが、公
取委がカルテルの合意とするのは、このような明
示の合意に限られません。暗黙の了解、共通の意
思の醸成で足りるとしています。この暗黙の了解、
共通の意思の醸成ということが、後でお話しする
課徴金の減免申請と結びついた時に非常に重要な
意味を持ってきます。
もう一つ気をつけていただきたいのは、暗黙の
了解、共通の意思の醸成とは、自分自身には共通
の意思の醸成や共通の合意の意思はなかったとし
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業他社との単なる情報交換だと思い、自分にその
気がなくても、相手方の認識如何では、カルテル
だと認定されてしまう危険性があることをよく理
解しておいてください。
次に、「手段方法の如何を問わない」ことがあり
ます。接触と言っても皆で会う必要はなく、電話
１本、メール１つで接触としては十分で、そこで
共通の意思が醸成されたといわれれば、それでカ
ルテルは成立し得ます。ですから、たまたま街で
ばったり会ってそういう話が出たということだけ
で、認定される可能性もあるのです。
三つ目は、「理由の如何を問わない」です。例え
ば、ある顧客が原価を割った価格で売れといった
ので、原価を割らない価格で販売しようと話した
場合、これは不当廉売の抑制だから問題はないと
主張しても違反認定されます。なぜなら「理由の
如何を問わない」というのが公取委の考え方だか
らです。したがって、当事者がこれは社会正義な
ので許されると判断しても、同業他社間で合意し
たことが競争制限的な効果を持てばカルテルに認
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調査主体の公取委は、職員1000人を超える大所
帯です。多額の予算もついています。審査局が調
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ルだけでなく、不公正な取引方法なども調査しま
すが、同時に八つ担当できるのです。
その上、犯則審査部という刑事告発を行うよう
な事件について調査する部署があります。この犯
則審査部も二つあり、刑事告発に値する事件を同

時に二つ担当できることになります。
その他に地方事務所があり、北海道から沖縄ま
での各地方事務所もそれぞれ審査課を持っていま
す。特に近畿事務所は非常に大きく、四つぐらい
審査課があったと思います。地方の事件は地方事
務所が担当する場合もあるし、重要な案件は本庁
へ移送して行うこともあります。

●独禁法執行の仕組み
調査の端緒のなかで重要な役割を果たしている
のは、課徴金減免制度に基づく申告です。これは
カルテルに特化した事件の端緒です。いま捜査が
行われ違反認定されているカルテル事件の95％以
上、99％といってもよいかもしれませんが、ほと
んどの端緒は課徴金減免制度に基づく申告と考え
てよいと思います。不公正な取引方法の場合には
この制度はありませんが、不利益を受けた人から
の申告が行われることがあり、第三者による申告
が端緒になる場合もあります。
一般的な行政処分に向けて行うのが審査です。
強制調査としては、立入検査と事情聴取と報告命
令があります。立入検査は朝９時30分頃に10～15
人ぐらいの職員が入口と出口を押さえて「動かな
いでください」というところから始まり、机の引
き出しや机の上のPCからデータを引き出したり、
キャビネットの中の資料を押収したりしていきま
す。かなり時間がかかることもあります。
事情聴取では、関係する人を公取委に呼んで審
査官２人に密室でいろいろ質問され、最終的に供
述調書が作成されて証拠となります。事情聴取は
基本的に１回で終わることはほとんどなく、私が
知る限りで最も多かったのは32回でした。何度も
呼ばれて夜遅くまで質問されると、そのうち早く
終わらせたくて自分が納得していなくても調書に
ハンコを押してしまう人もいます。その後、排除
措置命令や課徴金納付命令の案が出され、これに
対する意見を述べる機会が与えられていますが、
私の経験ではここで意見を述べても排除措置命令
や課徴金納付命令の内容が変更されることは基本
的にありません。
また、不当な取引制限では５年以下の懲役とい
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とがあるのです。
かつて、自動車部品の国際カルテルがありまし
た。事件は電線が束になっているワイヤーハーネ
スという非常に小さな部品についての申告から始
まりました。摘発された会社の中にデンソーがあ
りました。デンソーはワイヤーハーネスについて
米国、ヨーロッパ、日本で調査を受けたのですが、
そのとき自社内で他の部品について調べたところ、
カルテルに多数関わっていたので、すぐに申告し
ました。すべてデンソーが関わったわけではない
のですが、結局、ワイヤーハーネスという１つの
部品から始まって最後には100を超える部品が摘発
の対象となりました。そして、日本人が何人も米
国で刑務所に入ることになりました。さすがに日
本の公取委はすべての部品を摘発対象にはしませ
んでしたが、課徴金の減免制度により摘発は芋づ
る式に広がりました。
このように、カルテルは必ず発覚すると思って
いないと危険です。

●調査手段としての課徴金減免制度
次に、調査手段としての課徴金減免制度は、現在
どのような意味を持っているかについて私見を述
べます。いまの制度では、減額をたくさん受ける
ためには公取委に協力しなければなりません。実
はこのことには、次のような問題を含んでいます。
例えば、有効な協力ができるということは、要す
るにカルテルの中心にいて証拠をたくさん持って
いる会社なわけですが、そのような会社が課徴金

減免の恩恵をより受けられることになります。
また、次のような事例もありました。ある会社
は、公取委の調査を受け、会社は課徴金減免申請
をしたのですが、当事者である従業員は「私はやっ
ていない」と主張していました。それにも関わら
ず、会社側は減額申請をしているため、従業員を
説得し、結局、公取委の思惑に添った調書が作成
されるに至ったというのです。どうしてそれが
判ったかというと、この事件では会社が違法行為
を認めた後、代表訴訟を起こされ、その訴訟の中
で、当該従業員が「私はやっていないが、会社か
らいわれて供述した」と陳述書を出し、証人とし
て証言したからです。しかし、代表訴訟では、裁
判所はそのような主張は取り上げてくれませんで
した。
また、その事件では、排除措置命令、課徴金納
付命令を受けた別の会社が、違反行為はしていな
いとして取消訴訟を提起し、その訴訟で先ほど述
べた会社の従業員の陳述書も証拠として提出し、
課徴金減免申請をした会社の従業員の供述の信憑
性を問題としましたが、裁判所は、他が皆で違反
したといっているのだから「私はやっていない」
という証言が１つや２つあってもその信用性は低
いと判断しました。この事件は、５社までしか課
徴金の減免申請ができない頃の事件で、争った会
社以外にも減免申請をしていない会社もありまし
た。しかし、いまは全部の会社が減免申請できる
ので、自社以外の会社全部が課徴金の減免申請を
しているということも起こりえますので、このよ
うな状況で、いくら自分は違うと主張しても認め
られるのは一層難しくなると考えられます。
ですから、現状では、一度摘発されたら争うこ
とは非常に難しいということを、しっかりと理解
しておいてください。

●カルテルに対する制裁
カルテルに対する制裁は、非常に重いです。個
人に対する制裁は、刑事告発されない限りはあり
ませんが、医薬品卸の業界でもすでに刑事告発さ
れているので、次に違反行為があれば、刑事告発
の対象となる可能性は十分あると考えておかなけ中藤先生の話に耳を傾ける聴講者
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う刑事罰があります。ただし、公取委が検事総長
に刑事告発をしないと刑事罰を科すことはできま
せん。告発を前提にして調査するときには、公取
委では犯則事件調査という手続きを取ります。犯
則事件調査では、例えば、立入調査を臨検と呼び、
裁判所から許可状を取って行います。事情聴取に
際しては黙秘権を告げて事情聴取するため、より
刑事事件に近くなります。犯則事件調査で押収し
た書類や供述は、そのまま刑事事件の証拠にする
ことができます。ちなみに、通常の行政処分の調
査での証拠は、そのまま刑事事件の証拠にするこ
とはできません。犯則事件調査の臨検は基本的に
立入調査と同じですが、例えば、行政処分の調査
時には会社支給の携帯電話が押収されますが、犯
則事件調査時には個人所有の携帯電話もすべて押
収されます。そういう意味では、検察が行う捜査
に近いということです。

●課徴金減免制度
調査の端緒の中で触れた課徴金減免制度とは、
単純にいえば、企業側に恩恵を与えるから全部白
状しなさいという制度です。
もともとは米国のアムネスティープログラム、
リニエンシープログラムと呼ばれる制度から始
まったものです。米国ではカルテルに加わった人
間は必ず刑務所に行き、執行猶予はつきません。
会社にも高額な罰金が科されます。しかし、最初
に申告すれば罰金は科されず、社員も起訴される
ことはなく、刑務所に行かなくて済むという制度
です。米国では非常に効果的だったので、この制
度は世界中に広まり、日本でも導入されました。
ご存じのとおり、この制度は日本でも非常に有
効に働いています。現行の課徴金減免制度では調
査開始の前と後、申請順位などにより減免率が変
わってきます。調査前に１番に申請すると課徴金
は全額免除になります。さらに、刑事告発相当の
事件でも刑事告発は行わないという最大限の恩恵
が与えられます。そのほかの申請順位による減免
率は強制調査開始前なら２番目で20％、３～５番
目で10％、６番以降で５％です。強制調査開始後
でも最初の最大３社までは10％、その後でも５％

減免されます。
加えて、調査協力減算制度が併用されます。申
請順位が２番目で課徴金減免率が20％でも、公取
委の調査に積極的に協力してそれが有効なら最大
40％の減算が適用されます。つまり、申請は２番
目でも最大で20％＋40％で60％の減額が可能にな
るのです。この調査協力減算制度は、強制調査開
始前は申請順位に関係なく強制調査開始前なら最
大40％、強制調査開始後でも最大20％の適用が可
能です。また、以前は課徴金の減免が認められる
のは５社まででしたが、現在は期間内であれば、
数に関係なく、申告した全社に課徴金の減免が適
用されます。

●課徴金減免制度の注意点
課徴金減免制度を利用する際の注意点を挙げま
す。例えば、多種類の商品を販売している場合で
Ａ商品でのカルテルを自社で発見したときは、他
の商品にもその疑いがないかを考えておかなけれ
ばならないということです。Ａ商品のカルテルに
ついて１番に申請して全額免除を得られたとして
も、他社がＢやＣの商品について１番に申請する
と、そちらは課徴金の減免を受けられないからで
す。自社で全部調べておく必要があります。
また、他社がＡ商品のカルテルを申請して調査
が始まった場合、自社としてはＡ商品だけでなく
ＢやＣの商品についても調査し、カルテルが見つ
かれば迅速に申請する必要があります。このよう
な理由からカルテルの調査は芋づる式に広がるこ
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とがあるのです。
かつて、自動車部品の国際カルテルがありまし
た。事件は電線が束になっているワイヤーハーネ
スという非常に小さな部品についての申告から始
まりました。摘発された会社の中にデンソーがあ
りました。デンソーはワイヤーハーネスについて
米国、ヨーロッパ、日本で調査を受けたのですが、
そのとき自社内で他の部品について調べたところ、
カルテルに多数関わっていたので、すぐに申告し
ました。すべてデンソーが関わったわけではない
のですが、結局、ワイヤーハーネスという１つの
部品から始まって最後には100を超える部品が摘発
の対象となりました。そして、日本人が何人も米
国で刑務所に入ることになりました。さすがに日
本の公取委はすべての部品を摘発対象にはしませ
んでしたが、課徴金の減免制度により摘発は芋づ
る式に広がりました。
このように、カルテルは必ず発覚すると思って
いないと危険です。

●調査手段としての課徴金減免制度
次に、調査手段としての課徴金減免制度は、現在
どのような意味を持っているかについて私見を述
べます。いまの制度では、減額をたくさん受ける
ためには公取委に協力しなければなりません。実
はこのことには、次のような問題を含んでいます。
例えば、有効な協力ができるということは、要す
るにカルテルの中心にいて証拠をたくさん持って
いる会社なわけですが、そのような会社が課徴金

減免の恩恵をより受けられることになります。
また、次のような事例もありました。ある会社
は、公取委の調査を受け、会社は課徴金減免申請
をしたのですが、当事者である従業員は「私はやっ
ていない」と主張していました。それにも関わら
ず、会社側は減額申請をしているため、従業員を
説得し、結局、公取委の思惑に添った調書が作成
されるに至ったというのです。どうしてそれが
判ったかというと、この事件では会社が違法行為
を認めた後、代表訴訟を起こされ、その訴訟の中
で、当該従業員が「私はやっていないが、会社か
らいわれて供述した」と陳述書を出し、証人とし
て証言したからです。しかし、代表訴訟では、裁
判所はそのような主張は取り上げてくれませんで
した。
また、その事件では、排除措置命令、課徴金納
付命令を受けた別の会社が、違反行為はしていな
いとして取消訴訟を提起し、その訴訟で先ほど述
べた会社の従業員の陳述書も証拠として提出し、
課徴金減免申請をした会社の従業員の供述の信憑
性を問題としましたが、裁判所は、他が皆で違反
したといっているのだから「私はやっていない」
という証言が１つや２つあってもその信用性は低
いと判断しました。この事件は、５社までしか課
徴金の減免申請ができない頃の事件で、争った会
社以外にも減免申請をしていない会社もありまし
た。しかし、いまは全部の会社が減免申請できる
ので、自社以外の会社全部が課徴金の減免申請を
しているということも起こりえますので、このよ
うな状況で、いくら自分は違うと主張しても認め
られるのは一層難しくなると考えられます。
ですから、現状では、一度摘発されたら争うこ
とは非常に難しいということを、しっかりと理解
しておいてください。

●カルテルに対する制裁
カルテルに対する制裁は、非常に重いです。個
人に対する制裁は、刑事告発されない限りはあり
ませんが、医薬品卸の業界でもすでに刑事告発さ
れているので、次に違反行為があれば、刑事告発
の対象となる可能性は十分あると考えておかなけ中藤先生の話に耳を傾ける聴講者
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また、刑事罰とともに、行政的な処分が積み重
なります。排除措置命令、課徴金の他、指名停止
処分があります。また、民事上も損害を受けたと
ころがあれば損害賠償請求を受ける可能性があり
ます。例えば、先ほどの自動車部品の事件では、
自動車会社が損害賠償を請求し、部品メーカーは
何億円も損害賠償を支払っています。被害を受け
た相手方が上場会社なら損害賠償請求を行わない
と株主に怒られるので、損害賠償請求は一般的だ
と考えておいてください。当然、社会的な信用の
失墜にもなります。

独禁法違反事件

●地域医療機能推進機構事件
医薬品卸業界関係の事件としては、独立行政法
人地域医療機能推進機構事件がありました。会社
と個人が刑事告発され、業界も刑事告発を受けて
います。
この事件では、排除措置命令、課徴金納付命令
をみれば、㈱メディセオが免除になっていること
から、ここが最初に申請したところだと分かりま
す。そういう意味では、この業界でも何か違反行
為があれば課徴金の減免申請をすることはタブー
ではないし、しなくてはならないものになってい
ることが分かります。

●国立病院機構事件
もう一つ、独立行政法人国立病院機構が発注す
る九州エリアの事件では、㈱アトルが免除になっ
ていることから、ここが課徴金の減免申請を行っ
て発覚したことが分かります。
そういう意味で、もうすでに医薬品卸の業界は
繰り返し違反している業界という認識を公取委に
持たれているので、次の違反では刑事告発がある
可能性を考えておく必要があります。

●電力会社の事件
電力会社では、三つの事件がありました。
まず、中部電力と関西電力の事件です。関西電
力は免除になっていますが、中部電力は合計で300

億円近い課徴金があるにもかかわらず課徴金の減
免申請を行っていません。
次に、中国電力と関西電力の事件で、中国電力
は700億円の課徴金を取られていますが、関西電力
は免除になっています。中国電力も課徴金の減免
申請を行っていません。
そして、九州電力と関西電力の事件です。関西
電力は免除になっています。九州電力は課徴金の
減免申請を行っていますが、違反行為を認めたわ
けではないと主張しています。
三つの事件では、それぞれ、中部電力、中国電
力、九州電力が取消訴訟を提起しており、いずれ
の事件でも申告をした関西電力の供述などの信憑
性などが問題となり、関西電力と争う電力会社と
いう１対１の構図があります。

●五輪事件
五輪事件も刑事告発をされた事件です。ADKと
いう広告代理店が公取委に五輪のテスト大会の入
札で談合があったと自主申告した直後に、そのこ
とをマスコミが報道しました。
では誰がマスコミに情報を漏らしたかですが、
ADKや公取委だとは考えられません。私は検察で
はないかと思っています。この五輪事件は最初か
ら検察が贈収賄などの疑いで調査を開始しました。
しかし、なかなか突破口がないことから、検察が
独禁法の不当な取引制限を使うことを考え、刑事
訴訟法の司法取引という厳格な手続きによるので
はなく、ADKが課徴金減免申請し、これがマスコ
ミに出ることで、他の会社も課徴金減免申請をし、
調査に協力することを期待したのではないかと思
います。先ほどお話ししたように、基本的なルー
ルでは公取委が自ら調査して刑事告発することで
検察が調査します。ところが、現実には、最初か
ら検察が不当な取引制限の容疑で調査を行い、そ
の後に、公取委に刑事告発をさせるということが
行われています。なお、現在、ADK以外の６社は
全社否認しており、裁判で係争中です。
こういうケースは意外とあり、私の経験でもカ
ルテル事件で、最初から最後まで一貫して検察が
調査を担当し、関係者が公取委に呼ばれたのは１
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ればなりません。
個人に対する刑事罰は、５年以下の懲役又は500
万円以下の罰金です。いままで、罰金のみで済ん
だ人はいないので、基本的には懲役刑が言い渡さ
れると考えられます。以前は３年以下の懲役でし
たが、法改正で現状は５年以下と重くなりました。
これは懲役３年を超えると執行猶予がつけられな
いことをねらった改正だと思います。米国では違
反者は必ず実刑なのに、日本では実刑にならない
のはおかしいという意見があったのだろうと思い
ます。ただし、実際にはいまのところ実刑判決は
なく、執行猶予がついています。

●刑事告発指針
公取委では、どのような事件が刑事告発の対象
になるか「刑事告発指針」を出しています。
①一定の取引分野における競争を実質的に制限す
る価格カルテル、供給量制限カルテル、市場分
割協定、入札談合、共同ボイコット、私的独占
その他の違反行為であって、国民生活に広範な
影響を及ぼすと考えられる悪質かつ重大な事案
②違反を反復して行っている事業者・業界、排除
措置に従わない事業者等に係る違反行為のうち、
公正取引委員会の行う行政処分によっては独占
禁止法の目的が達成できないと考えられる事案
について、積極的に刑事処分を求めて告発を行う
方針である、としています。

皆さんが取り扱っているのは医薬品ですから、
国民生活に重大な影響を及ぼすといわれれば反論
のしようがありません。また、皆さんの業界は何
回か摘発されて刑事告発も１回行われています。
自分や自分の会社はやっていなくても、業界がそ
ういう業界だと認識されると刑事告発の対象にな
る可能性があるということです。
したがって、刑事告発の対象になり得ると考え
ておかなくてはなりません。

●個人に対する制裁
刑事告発を受けた個人は、逮捕され勾留される
可能性が高いと考えておかなければなりません。
私の担当事件で一番長い人は10か月ぐらい勾留さ
れました。要するに、否認すると出してくれない
のです。逮捕され勾留されると、新聞に名前が載
るので本人はもちろん、家族も大変な状況に陥り
ます。刑事告発されると、検察が調査するので家
宅捜索されます。ただ、起訴されて有罪になって
も執行猶予がつく可能性が高いのは、申し上げた
通りです。
しかし、執行猶予がついたとしても、基本的に
会社には当該従業員を懲戒解雇とする以外に選択
肢はないと考えられます。要するに、退職金もも
らえずにクビになります。執行猶予つきであって
も有罪判決を受け、会社を懲戒解雇になった人が
すぐに転職できるとは思えません。しかも家族も

大変な状況になるわけですから、
独禁法違反は非常に怖く、リス
クが大きいことをしっかり認識
しておいてください。

●会社に対する制裁
一方、会社に対する制裁です
が、個人が刑事罰を受けるとき
には両罰規定で会社も必ず５億
円以下の罰金という刑事罰を受
けます。５億円なら課徴金額
に比べて大したことはないかも
しれませんが、罰金は大きなダ
メージになります。資料を示し事例を交えながら解説
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また、刑事罰とともに、行政的な処分が積み重
なります。排除措置命令、課徴金の他、指名停止
処分があります。また、民事上も損害を受けたと
ころがあれば損害賠償請求を受ける可能性があり
ます。例えば、先ほどの自動車部品の事件では、
自動車会社が損害賠償を請求し、部品メーカーは
何億円も損害賠償を支払っています。被害を受け
た相手方が上場会社なら損害賠償請求を行わない
と株主に怒られるので、損害賠償請求は一般的だ
と考えておいてください。当然、社会的な信用の
失墜にもなります。

独禁法違反事件

●地域医療機能推進機構事件
医薬品卸業界関係の事件としては、独立行政法
人地域医療機能推進機構事件がありました。会社
と個人が刑事告発され、業界も刑事告発を受けて
います。
この事件では、排除措置命令、課徴金納付命令
をみれば、㈱メディセオが免除になっていること
から、ここが最初に申請したところだと分かりま
す。そういう意味では、この業界でも何か違反行
為があれば課徴金の減免申請をすることはタブー
ではないし、しなくてはならないものになってい
ることが分かります。

●国立病院機構事件
もう一つ、独立行政法人国立病院機構が発注す
る九州エリアの事件では、㈱アトルが免除になっ
ていることから、ここが課徴金の減免申請を行っ
て発覚したことが分かります。
そういう意味で、もうすでに医薬品卸の業界は
繰り返し違反している業界という認識を公取委に
持たれているので、次の違反では刑事告発がある
可能性を考えておく必要があります。

●電力会社の事件
電力会社では、三つの事件がありました。
まず、中部電力と関西電力の事件です。関西電
力は免除になっていますが、中部電力は合計で300

億円近い課徴金があるにもかかわらず課徴金の減
免申請を行っていません。
次に、中国電力と関西電力の事件で、中国電力
は700億円の課徴金を取られていますが、関西電力
は免除になっています。中国電力も課徴金の減免
申請を行っていません。
そして、九州電力と関西電力の事件です。関西
電力は免除になっています。九州電力は課徴金の
減免申請を行っていますが、違反行為を認めたわ
けではないと主張しています。
三つの事件では、それぞれ、中部電力、中国電
力、九州電力が取消訴訟を提起しており、いずれ
の事件でも申告をした関西電力の供述などの信憑
性などが問題となり、関西電力と争う電力会社と
いう１対１の構図があります。

●五輪事件
五輪事件も刑事告発をされた事件です。ADKと
いう広告代理店が公取委に五輪のテスト大会の入
札で談合があったと自主申告した直後に、そのこ
とをマスコミが報道しました。
では誰がマスコミに情報を漏らしたかですが、
ADKや公取委だとは考えられません。私は検察で
はないかと思っています。この五輪事件は最初か
ら検察が贈収賄などの疑いで調査を開始しました。
しかし、なかなか突破口がないことから、検察が
独禁法の不当な取引制限を使うことを考え、刑事
訴訟法の司法取引という厳格な手続きによるので
はなく、ADKが課徴金減免申請し、これがマスコ
ミに出ることで、他の会社も課徴金減免申請をし、
調査に協力することを期待したのではないかと思
います。先ほどお話ししたように、基本的なルー
ルでは公取委が自ら調査して刑事告発することで
検察が調査します。ところが、現実には、最初か
ら検察が不当な取引制限の容疑で調査を行い、そ
の後に、公取委に刑事告発をさせるということが
行われています。なお、現在、ADK以外の６社は
全社否認しており、裁判で係争中です。
こういうケースは意外とあり、私の経験でもカ
ルテル事件で、最初から最後まで一貫して検察が
調査を担当し、関係者が公取委に呼ばれたのは１
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は有罪になり、刑務所に入りました。

●カルテルに巻き込まれないために
いまの独禁法のこういう運用状況の中では、積
極的にカルテルをしようという人はいないでしょ
う。ですから、巻き込まれないことが極めて大事
であり、同業他社と接触することがいかに危険か
をしっかり認識しておく必要があります。
課徴金減免制度により、自分はやった覚えがな
くても相手方の証言により違反認定されるリスク
が高まっています。
いま多くの会社では、基本的には同業他社に会
うなというのが基本的なルールになっています。
同業他社と会う必要があるときは、事前に届け出
て許可を得てから会うというようになっている会
社が多いのではないでしょうか。米国のコンプラ
イアンスプログラムでは、会社の許可を得て出た
会合であっても、万一問題になるような発言が
あったときは、目の前にあるコップに水をついで、
それをひっくり返して水をぶちまけ、「自分はこん
な会合には出られない」と宣言して帰ってきなさ
い、そして、すぐに報告しなさいとあります。
日本でそこまでしろとは申しません。ただ、許
可を得て出た会合だからと安心して居眠りするよ
うなことをしてはいけません。誰も「あの人は寝
ていて知らなかったと思う」とは言ってくれませ
ん。「あの人は反対といわなかったので、当然賛同
したと思いました」と証言される可能性があるか
らです。出席したら緊張感を持って、万が一会合

で不穏な話が出たらすぐに退席し、会社に報告し
て相談し、会社として適切な対応を取らなければ
なりません。
コンプライアンスは単純な法令遵守ではありま
せん。自分の身を自分で守ることが基本であり、
独禁法のコンプライアンスは非常に難しく、会社
の99.9％の人が守っていても、たった１人の違反行
為で会社の違反が認定されます。違反者は自業自
得ですが、他の独禁法を遵守している人に対して、
会社の業績が悪くなり社会的信用が落ちるといっ
た被害を及ぼすことになります。そうならないよ
う、自分を守るだけでなく、部下をしっかり監督
し、さらに、上司がおかしなことをしていると感
じた場合には、部下がしかるべき部署に報告でき
るようにすることまでをコンプライアンスとして
行わせる必要があるでしょう。
繰り返しますが、コンプライアンスの遵守とは
違反をしないということではなく、違反を疑われ
るような状況にならない、疑われそうなところに
近づかないということなのです。

●独禁法という塀は動く
もう一つお伝えしたいのは、独禁法という塀は
動くということです。いままで塀の上を歩いてい
た（違反認定されなかった）けれど、突然塀が外
側に動いて（認定要件が変わり）落ちてしまう（違
反認定される）ことが起こります。例えば、当業
界のある労務提供について私は何年か前に公取委
に禁止対象とするよう改正を主張し却下されまし
たが、いまではその労務提供は当然に違反とされ
ています。その他に、一昔前までは、同業他社と
会ってもよいが、これ以上の具体的な話をしては
駄目だというのが一般的な独禁法のコンプライア
ンスの指導内容でした。いまは会ったという事実
だけで違反認定される可能性があります。独禁法
の塀は動くので、常に認識をアップデートしてお
いてください。
独禁法は簡単そうで難しいので、何かあれば相
談する、報告することが非常に大事です。そのよ
うな体制をきちんと構築していただくことが重要
だと思います。

自分の身は自分で守ることが重要だと強調
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回だけというものもありました。

●直近の事件
２週間ぐらい前に公取委の発表があった事件で

すが、この事件では、公取委の立入の段階で、新
聞等では、事件の関係者は頻繁に会合を繰り返し
て、全国で違反行為をしていると発表されました
し、現実に日本各地の支店などにも立入調査があ
りました。

私のところに関係者から相談があったのですぐ
に調べたのですが、そもそも接触がないのです。
年に１回、業界団体の集まりはありましたが、商
売繁盛を願い神社にいくら寄付するかを決めるだ
けで懇親会も開いていません。ただ、調査対象時
期に電話が１回かかってきたことがあり、電話口
でカルテルらしき話を相手がし始めたので「そん
な話はできません」といって電話を切ったそうで
す。ところが公取委は、その１本の電話で疑いを
持ち、申告した企業や担当者に何回か電話をした、
会合があった、見本市会場で立ち話をしたなどと
いったことを供述させ、それを基に事件を組み立
てて違反があったと認定したのです。

我々は着信履歴など客観的な証拠がなく不当だ
と意見聴取手続き時に主張しましたが、結局、違
反認定されて排除措置命令を出されました。会社
は当然争うとしていますが、そもそも認定の根拠
は接触したという１人の供述です。その供述はど
んどん変遷しているようにも見受けられました。
私見ですが、公取委側が「こういう証拠があるの
だから、こういったのではないか」と供述を誘導
し、筋書きに添った供述調書になったのではない
かと考えています。

いま係争中ですが、このように１本の電話を受
けただけで違反認定される危険があるのです。も
し相手から「今度の入札はどうするのか」といっ
た電話があった場合は、単に、断るだけでは足り
ず、これを会社に報告し、会社として「御社から
の電話を受けたが、うちは絶対に違反行為はしま
せん」といった内容証明を即座に送るといった対
応をしないと、自分や会社を守れない状況になっ
ているということです。

カルテルの動機と誘惑

●カルテルを行う理由
ではなぜ、これほどリスクの大きいカルテルを

企業や従業員は行うのでしょうか。
一つは、従業員には、競争に負けたら自分のお

客さんを取られてしまう、市場から排斥され、会
社から怒られるという恐怖感があるからだと思い
ます。

ですから、従業員の心情をそういう切羽詰まっ
た状態にしないようにすることが大事です。負け
たら市場から退出させられるというのは事実です
が、それが独禁法の本質であり、冷徹なところで
す。

もう一つの理由は、カルテルは儲かるというこ
とです。値下げ競争が激化すれば、自社の利益を
どんどん削って価格を下げなければなりません。
ところが競争をやめると、高い価格設定ができる
ので利益がアップします。

しかし、考えなければならないのは、そのアッ
プした利益はどこから出ているかです。本来競争
があれば顧客の利益になったはずのものをカルテ
ルによって会社がくすねたことになり、一種の詐
欺的行為だともいえるわけです。そのため、重い
制裁が科せられているのです。カルテルの利益は
犯罪による利益だという認識を従業員に浸透させ
ておかないと、安易に利益の確保に走る危険性は
高まるでしょう。

●有罪を確信した一言
私が担当した米国の穀物メジャーにまつわるカ

ルテル事件で、「これで有罪だな」と確信した証言
がありました。それはシカゴの司法省でFBIが録画
したビデオを見ていたときです。関係者の一人が
葉巻をくゆらせながら「Customers are enemies，
Competitors are friends」と話したのです。訳すと

「客は我々から利益を絞るだけの敵じゃないか。そ
ういう意味ではコンペティター（競争相手）は友
だちだよ。お互い仲良くすれば利益が上がるじゃ
ないか」です。陪審員がこの証言を聞いたら、絶
対有罪にするはずです。現実にその発言をした人
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いまの独禁法のこういう運用状況の中では、積
極的にカルテルをしようという人はいないでしょ
う。ですから、巻き込まれないことが極めて大事
であり、同業他社と接触することがいかに危険か
をしっかり認識しておく必要があります。
課徴金減免制度により、自分はやった覚えがな
くても相手方の証言により違反認定されるリスク
が高まっています。
いま多くの会社では、基本的には同業他社に会
うなというのが基本的なルールになっています。
同業他社と会う必要があるときは、事前に届け出
て許可を得てから会うというようになっている会
社が多いのではないでしょうか。米国のコンプラ
イアンスプログラムでは、会社の許可を得て出た
会合であっても、万一問題になるような発言が
あったときは、目の前にあるコップに水をついで、
それをひっくり返して水をぶちまけ、「自分はこん
な会合には出られない」と宣言して帰ってきなさ
い、そして、すぐに報告しなさいとあります。
日本でそこまでしろとは申しません。ただ、許
可を得て出た会合だからと安心して居眠りするよ
うなことをしてはいけません。誰も「あの人は寝
ていて知らなかったと思う」とは言ってくれませ
ん。「あの人は反対といわなかったので、当然賛同
したと思いました」と証言される可能性があるか
らです。出席したら緊張感を持って、万が一会合

で不穏な話が出たらすぐに退席し、会社に報告し
て相談し、会社として適切な対応を取らなければ
なりません。
コンプライアンスは単純な法令遵守ではありま
せん。自分の身を自分で守ることが基本であり、
独禁法のコンプライアンスは非常に難しく、会社
の99.9％の人が守っていても、たった１人の違反行
為で会社の違反が認定されます。違反者は自業自
得ですが、他の独禁法を遵守している人に対して、
会社の業績が悪くなり社会的信用が落ちるといっ
た被害を及ぼすことになります。そうならないよ
う、自分を守るだけでなく、部下をしっかり監督
し、さらに、上司がおかしなことをしていると感
じた場合には、部下がしかるべき部署に報告でき
るようにすることまでをコンプライアンスとして
行わせる必要があるでしょう。
繰り返しますが、コンプライアンスの遵守とは
違反をしないということではなく、違反を疑われ
るような状況にならない、疑われそうなところに
近づかないということなのです。

●独禁法という塀は動く
もう一つお伝えしたいのは、独禁法という塀は
動くということです。いままで塀の上を歩いてい
た（違反認定されなかった）けれど、突然塀が外
側に動いて（認定要件が変わり）落ちてしまう（違
反認定される）ことが起こります。例えば、当業
界のある労務提供について私は何年か前に公取委
に禁止対象とするよう改正を主張し却下されまし
たが、いまではその労務提供は当然に違反とされ
ています。その他に、一昔前までは、同業他社と
会ってもよいが、これ以上の具体的な話をしては
駄目だというのが一般的な独禁法のコンプライア
ンスの指導内容でした。いまは会ったという事実
だけで違反認定される可能性があります。独禁法
の塀は動くので、常に認識をアップデートしてお
いてください。
独禁法は簡単そうで難しいので、何かあれば相
談する、報告することが非常に大事です。そのよ
うな体制をきちんと構築していただくことが重要
だと思います。

自分の身は自分で守ることが重要だと強調

独占禁止法のリスクを理解する（カルテル規制を中心に）第Ⅰ部 講演

25年8月_1.indd   1125年8月_1.indd   11 2025/08/06   9:572025/08/06   9:57



Vol.49 NO.8  (2025) 13 (405)

はじめに

卸の皆さんには公正競争規約があり、我々医療
機器業も大枠はだいたい同じですが、医療機器業
は独占禁止法（独禁法）ではなく景品表示法に基づ
いています。医療機器業公正取引協議会（医療機
器公取協）にはメーカーと卸の両方が入っており、
約2100社を超える会員事業者がいます。それぞれ
の立場によって考え方が違い、顧客にどのように

配慮するかの観点が異なるため、公正競争規約に
どう取り込んでいくのか悩ましいところです。
本日は、医療機器業界における公正競争規約の
取り組みについて説明します。

公務員、みなし公務員について

●医療機器業公正競争規約の位置づけ
我々の公正競争規約の位置づけでは、医療機関

　第Ⅱ部講演では、医療機器業公正取引協議会の津藤事務局長に「医療機器業界における公正競
争規約への取り組み」をテーマにお話しいただいた。
　津藤事務局長は、景品類を医療機器の取引を誘引する手段として提供を行うと医療機器業の公
正競争規約に違反することや、公務員倫理法等で利害関係者から公務員に対する金品贈与や供応
接待は禁じられており、みなし公務員に対しても同様に注意が必要だと強調。その上で、措置を
採った不祥事を紹介し、要因ともたらされた結果を具体的に解説した。そして、不祥事はどこで
も起こり得るので、起きた場合どのように対応すればよいのかを説明し、隠すのではなく前向き
に対応する勇気が必要だと語った。

医療機器業界における
公正競争規約への取り組み

津藤　保
医療機器業公正取引協議会 事務局長

令和７年５月23日（金）

14：50～16：20

第Ⅱ部講演
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質疑応答

質問１　独禁法違反の研修や社内教育も行われて
いるのに違反が繰り返されるのはなぜでしょうか。
また、対応策を教えてください。
中藤　５年ぐらい経つと、みんな事件のことを忘
れてしまいます。事件の記憶は当事者だけに、閉
鎖的に残るものです。ですから、研修会などを反
復していくしかないでしょう。
また、社内の上層部が持っていた業界内での常
識を払拭していくには５年ぐらいはかかると思い
ます。教育を繰り返しながら10年経つと上層部の
人や意識もだいぶ入れ替わるので、コンプライア
ンス意識の高い人をだんだん増やしていくしかな
いと思います。私はある企業で10年ぐらいコンプ
ライアンスを担当していますが、意識はかなり変
わってきたと実感しています。そうなると業界も
変わってくるし、社内では何かあったらすぐに相
談する風土ができてきます。
質問２　課徴金減免制度ができたとき、申告の順
番はFAXで決めたそうですが現在はどうですか。
中藤　いまは、メールによる申告という方法に変
わっています。
質問３　同業他社と会わないのが独禁法違反リス

クの回避に一番よいのでしょうが、流通改善や取
引慣行改善といった会合もあります。公共の利益
に資することは例外だと思うのですが、どのよう
な例があるのかを教えてください。
また、会合では弁護士同席がよいとは思います
が、地区会などでは難しく、そういう場合の対策
を教えてください。
中藤　独禁法の定義には、「公共の利益の利益に反
して」という文言がありますが、基本的に公取委
はこの部分には配慮しないといっているので、公
共の利益に合致するからよいと安易に判断しては
いけません。例えば、地区で何かを行うのであれ
ば、行ってよいかをまず本部に問い合わせたり、
公取委に確認したりすることが必要だと思います。
また、会合に弁護士同席が難しい場合は、どの
ようなことを発言してはいけないかといったルー
ルを決めて、そこに事務局が出席してそのことを
必ず確認した上で議事録を作成しておくのも一つ
の方法です。すべて議事録に記載されることを前
提にして、後で議事録を確認してもらうことも必
要になるかもしれません。
大切なことは、会合前に独禁法違反に抵触する
ような発言はしないという事前確認をしてから始
めることです。

中藤先生に質問する聴講者
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